
独立行政法人家畜改良センター（法人番号8380005004744）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２８年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入

　　実績を含む。）

当法人においては、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程に基づき、常勤役員の

俸給月額及び期末特別手当について、常勤役員の業績を考慮して必要な増減を行うことに

より、業績を反映させることができることとしている。

当法人は、我が国における畜産の発展と国民の豊かな食生活に貢献することを使命とする

中期目標管理法人であり、下記をはじめとする様々な業務に取り組んでいる。

・家畜の改良及び飼養管理の改善等

・優良な種畜・種きん等の生産･供給等

・飼料作物種苗の生産・供給等

・家畜改良増殖法等に基づく検査

・牛のトレーサビリティ法に基づく牛個体識別業務

・これらに関する調査・研究、講習・指導

・家畜伝染性疾病や自然災害発生時における支援･協力

役員報酬の支給水準については、国家公務員の給与を基礎として俸給額に諸手当を加味

して得た額で構成されており、人事院勧告に伴う国家公務員の給与制度の改正を踏まえ見

直しを実施している。

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２８年度における改定内容

理事・監事

（非常勤）

理事長・理事

（常勤）

報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。

月額については、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程に則り、

理事長及び理事は俸給に通勤手当及び寒冷地手当（11月から3月の期間）

を加算して算出している。

期末特別手当については、俸給の月額及び俸給の月額に１００分の４５を

乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合においては１００分の１５５、

１２月に支給する場合においては１００分の１７０を乗じて得た額に基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

なお、平成２８年度における改定については、人事院規則の改正に準拠

し、６月期の期末特別手当支給割合を１００分の１５０から１００分の１５５に、

１２月期の期末特別手当支給割合を１００分の１６５から１００分の１７０に改正

した。

報酬支給基準は非常勤役員手当としており、手当額は独立行政法人家

畜改良センター役員給与規程に則り、月額６３，０００円としている。

なお、非常勤役員手当については、平成２８年度における改定は実施し

ていない。

当法人においては、独立行政法人家畜改良センター役員給与規程に基づき、常勤役員の

俸給月額及び期末特別手当について、常勤役員の業績を考慮して必要な増減を行うことに

より、業績を反映させることができることとしている。



２　役員の報酬等の支給状況

平成２８年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

15,844 11,340 4,453 51 （寒冷地手当） 3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

12,936 9,252 3,633 51 （寒冷地手当） 3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

11,182 7,992 3,139 51 （寒冷地手当） 3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

千円 千円 千円 千円

756 756

（　　　　）

注１：寒冷地手当：冬期間に暖房費等が多くかかる地域に対して支給される手当の事。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

B監事

（非常勤）

A監事

（非常勤）

役名

就任・退任の状況

前職

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

（非常勤）

D理事

（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】

当法人は、家畜の改良及び飼養管理の改善、優良な種畜･種きん等の生

産･供給、飼料作物種苗の生産･供給等の業務について、これまで中期目

標を達成すべく中期計画に沿った年度計画に基づき順調に実施してきたと

ころである。平成２７年度及び第３期中期目標期間における主務大臣による

総合評定はいずれもＢ（標準）であったことから、適正に組織運営がなされ

ていると考えている。また、日本各地における家畜伝染病や自然災害が発

生した際も、関係機関と連携のうえ人的支援や粗飼料等の供給等の支援

を迅速かつ的確に実施してきており、国民から寄せられる期待も高まる中

で、重要な社会的役割を担っていると考えている。

理事長は、家畜の改良業務、飼料作物種苗の生産･供給業務をはじめと

する法人の業務を統括し、日本畜産学会理事長や国際畜産学会理事の経

験を生かし、国際機関や国内関係機関との連携を図るなど強いリーダー

シップを発揮して、法人の業務を的確に遂行している。

また、全国に所在する各拠点を含め約８００名の組織運営を管理する高

いマネジメント能力、中期目標の達成に向けた対応ができる経験と能力を

十分に有している人材である。

常勤理事については、企画調整担当理事及び総務担当理事が在籍して

おり、企画調整担当理事は当法人における業務全般に関する職務を遂行

し、総務担当理事は総務全般に関する職務を遂行している。いずれの理事

についても、法人の業務を掌理のうえ、中期目標達成に向け、スピード感を

持って精力的に職務を遂行し、的確に理事長を補佐している。

非常勤理事については、当法人の業務運営がより効果的なものとなるよ

う、ガバナンス機能の監視及び助言といった業務を的確に遂行し、理事長

を補佐している。

【主務大臣の検証結果】

う、ガバナンス機能の監視及び助言といった業務を的確に遂行し、理事長

を補佐している。

非常勤監事については、当法人の業務運営が法令や規程に基づいた適

切なものとなっているかを監視し、事務の不正を防止し誤謬の低減を図る

ため、年間を通じて各拠点を含めた監事監査を的確に実施している。

役員報酬については、①国家公務員の給与を基礎として決定し、これま

でも人事院勧告に基づく国家公務員の給与制度の改正を受けた見直しを

実施してきていること、②総務省公表資料の「独立行政法人における役職

員の給与水準（平成２７年度）」の「役員報酬の支給状況」を基に、概ね同

程度の規模と考えられる複数の他独立行政法人と比較すると、他独立行政

法人の長は平均年間報酬額が１８,２３２千円（当法人は１５，８４４千円）、常

勤理事については同１４，８２４千円（当法人は１２，０５９千円／人）、非常勤

理事については同１，８９５千円（当法人は７５６千円／人）、非常勤監事に

ついては同１，７３８千円（当法人は７５６千円／人）であったことから、当法

人の役員報酬は他独立行政法人より低い水準である。

これらのことから、役員の的確な職務遂行状況及び低い報酬水準を鑑

み、当法人における役員の報酬水準は妥当であると考える。

当該法人の役員報酬は、総務省公表資料による「独立行政法人における

役職員の給与水準（平成２７年度）」を基に、同等規模である他の独立行政

法人における役員の年間報酬額と比較しても低い水準となっている。

また、主務大臣による平成２７年度及び第３期中期目標期間における業務

実績等の総合評定はいずれも「Ｂ」評価であったこと等から、優良な家畜の

普及及び飼料作物の優良な種苗の供給確保を担う業務を的確に遂行し、

当該法人を総理する長の報酬として、また長を補佐する役員の報酬としてそ

れぞれ妥当であると考える。

当該法人を総理する長の報酬として、また長を補佐する役員の報酬としてそ

れぞれ妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２８年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注１：当法人では、非常勤理事・監事の退職手当支給規程がないため表を省略した。

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

理事

該当なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案

　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

法人の長

理事

判断理由

法人の長

該当なし

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

独立行政法人家畜改良センター役員給与規程により、常勤役員の俸給月額及び期末

特別手当については、国家公務員の給与を基礎に常勤役員の業績を考慮して必要な

増減を行うことにより業績を反映させることができることとしており、今後も継続

していく方針である。



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当法人の職員給与水準の設定については、独立行政法人通則法第５０条の１０に基づき、

国家公務員、民間企業の従業員の給与、法人の業務の実績、職員の職務の特性及び雇用

形態その他の事情を考慮し、社会一般の情勢に適合したものとなるよう設定している。

給与水準の見直しについては、人事院勧告を踏まえた国家公務員の給与制度の改正等

に基づき労使交渉を経た上で、給与の水準がその時代における社会一般の情勢に適合した

ものとなるよう、所要の見直しを実施している。

当法人における人件費管理の基本方針としては、中期計画に基づき、適材適所の人事配

置、他機関との人事交流及び女性の採用等を推進しつつ、必要となる人件費を中期目標期

間内人件費見込みの範囲内で支出することとしている。

なお、平成２８年度国家公務員給与実態調査に基づく国家公務員の平均給与額及び、平

成２８年度職種別民間給与実態調査に基づく職種別、規模別、学歴別、年齢階層別平均支

給額（技術係長）を参照したところ、下記のとおりである。

① 国家公務員・・・平成２８年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均

給与月額は４１０，９８４円となっており、全俸給表に関する平均給与月額は４１７，３９４円

となっている。

② 職種別民間給与実態調査において、５００人以上の企業規模で技術係長の職種に

おける平成２８年４月分平均支給額は、４５２，８４１円となっている。

　当法人では、職員の人事評価に基づく勤務成績に応じて、昇給号俸数や勤勉手当の成績率

の決定を行っている。

給与種目

賞与：勤勉手当

（査定分）

俸給：昇給

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給

　　の仕組み及び導入実績を含む。）

制度の内容

　成績区分が標準である職員の成績率を、６月は７７／１００（特定幹部職

員については９７／１００）、１２月は８２／１００（特定幹部職員については１

０２／１００）として、成績区分が優秀以上の職員は当該成績率を上回る成

績率とし、成績区分が良好でない職員は当該成績率未満の成績率で決

定のうえ、俸給等の月額に当該成績率を乗ずること等により勤勉手当を支

給している。

　人事評価が適切に反映されるよう、職員を特定管理職員の管理職層、特

定管理職員以外の初任層及び中間層に区分し、それぞれの職員層ごと

に、勤務成績に応じて５段階（０～８号俸）の昇給号俸を設定し、毎年１月１

日に昇給を行うこととしている（標準号俸数は４号俸（特定幹部にあっては

３号俸）。なお、５５歳を超える一般職員、医療職員及び５７歳を超える技術

専門職員についての標準号俸は０）。



　③　 給与制度の内容及び平成２８年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

【給与制度の内容】

独立行政法人家畜改良センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の特別調整

額、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当、超過勤務手当、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手

当、寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給の月額＋扶養手当の月額＋地域手当の月額

＋広域異動手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び期別支給割合

を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額＋地域手当の月額＋広域異動手当の

月額＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に期間率及び成績率を乗じて得た額としている。

【平成２８年度における主な改正内容】

国家公務員における給与制度の改正等を受け、労使交渉を経て改正した。

主な改正点は下記のとおり。

１．俸給表の改定

・平成２８年度人事院勧告に基づく新俸給表へ切替

（新俸給表は、２７人勧に基づく俸給表に平均０．２％の引上げを加味したもの）

（当該切替に伴い新俸給額が平成２７年１２月３１日に受けていた俸給月額に達しない

場合は、平成３１年３月３１日まで現給保障を実施（継続））

２．勤勉手当の支給月数の引上げ

・０．１月分（４．２月分→４．３月分）

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

614 46.1 5,871 4,327 67 1,544

人 歳 千円 千円 千円 千円

256 44.4 6,566 4,843 63 1,723

人 歳 千円 千円 千円 千円

357 47.2 5,373 3,957 70 1,416

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 61.5 2,911 2,826 53 85

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.5 3,493 2,985 91 508

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 61.5 2,795 2,795 46 0

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：「技術専門職員」とは、動物飼養管理、飼料生産管理等の専門的業務に従事する職種を示す。

注3：「医療職員（診療所看護師）」とは、診療所における医療事務に関する専門的な業務に従事する職種を示す。

注4：医療職員（診療所看護師）及び任期付職員については、該当者がそれぞれ１人のため、当該個人に関する

　　　情報が特定されるおそれがあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

注5：常勤職員については医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）、

任期付職員

区分

常勤職員

うち賞与平均年齢

平成２８年度の年間給与額（平均）

総額

人員 うち所定内

再任用職員

事務・技術

技術専門職員

事務・技術

事務・技術

技術専門職員

医療職員

(診療所看護師)

注5：常勤職員については医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）、

　　　研究職種の各職種については、対象者がいないため省略した。

注6：在外職員及び非常勤職員の区分については該当者がいないため表を省略した。



　　② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、

　　　④まで同じ。〕
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　注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

　 　　「平均給与額」については表示していない。

　注２：年齢２０－２３歳の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
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人数 平均給与額 第３四分位 第１四分位 国の平均給与額



平均

人 歳 千円

代表的職位

部長 3 52.5 11,068

場長 10 58.4 10,502

次長 5 58.5 8,562

課長 45 53.5 8,578

専門役 35 48.3 6,730

課長補佐 18 48.1 7,051

係長 111 41.0 5,659

係員 30 29.1 3,693

夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

57.6 57.6 57.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

42.4 42.4 42.4

％ ％ ％

③

④

年間給与額

最高～最低

管理

職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２８年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

10,823～7,307

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

区分

 9,128～4,350

 8,193～5,345

 8,040～3,576

 4,713～2,542

　注１：「部長」については該当者が３人であり、当該個人に関する情報が特定されるおそれが

　　　あることから、「年間給与額」の「最高～最低」については記載していない。

平均年齢

－

13,448～9,371

 9,036～8,081

人員

         最高～最低 55.2～34.9 54.7～31.9 52.7～36.4

％ ％ ％

60.2 59.7 59.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

39.8 40.3 40.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.8～27.8 47.0～29.2 47.4～33.7

一般

職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　　９４．５

内容

対国家公務員

指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０５．５

項目

　国に比べて給与水準が

　高くなっている理由

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 １０４．８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 ９５．７

年齢・地域及び年齢・地域・学歴勘案で指数が高い理由としては、下記手当

の受給者割合について国家公務員より高いことが主な要因と考えられる。

①広域異動手当（指数対象者の４５．０％が受給（国家公務員は１１．９％））

②単身赴任手当（指数対象者の１５．４％が受給（国家公務員は　８．１％））

③寒冷地手当　 （指数対象者の６９．６％が受給（国家公務員は１１．０％））

　給与水準の妥当性の

　検証

【国からの財政支出について】

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　８３．９％

（国からの財政支出額　７，５４２百万円、支出予算の総額　８，９９０百万円：

平成２８年度予算）

【検証結果】

（法人の検証結果）

当法人の給与は、国家公務員の職員給与を規定している「一般職の職員の

給与に関する法律」に準拠して策定した職員給与規程に基づき支給してい

るため、国家公務員とほぼ同水準または低い水準であり、適切性を確保して

いる。

なお、年齢・地域・学歴勘案で指数が高い要因としては、全国に組織を展開

していることから、広範囲にわたる人事異動や、職員数の多い大規模な勤務

地が寒冷地に多いといった当法人の特性により、広域異動手当、単身赴任

手当及び寒冷地手当の受給者が多いものであり、問題はないと考える（具体

的な手当受給割合は、上述を参照）。

（主務大臣の検証結果）

給与水準は国家公務員より低い水準ではあるものの、国家公務員に準拠し

た給与規程に基づき支給しており、法人の給与は適切な水準にあると考え

４　モデル給与

月額 178,200 円 年間給与 2,894,000 円

月額 294,400 円 年間給与 4,807,000 円

月額 388,900 円 年間給与 6,427,000 円

講ずる措置

　　○３５歳（係長、配偶者・子１人）

　　○４５歳（本所課長補佐、配偶者・子２人）

　　○２２歳（大卒初任給、独身）

た給与規程に基づき支給しており、法人の給与は適切な水準にあると考え

る。

なお、年齢・地域・学歴勘案の指数が１００．０を超えているのは、勤務地の多

くが寒冷な地域に所在しているため寒冷地手当を受給する職員や、全国に

組織を展開しているため、広範囲にわたる人事異動を行い、広域異動手当、

単身赴任手当を受給する職員の割合が高いためである。

【その他】

①支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 ： ４８．３％（平成２７年度

決算）

②累積欠損額　：　なし（平成２７年度決算）

③管理職の割合（平成２９年４月１日時点の常勤職員数（任期付職員及び継

続雇用職員を除く）に占める分） ：１３．８％

④大学以上の高学歴者の割合（対象人員は上段②と同じ） ： ２８．９％

－



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

(A)

(Ｂ)

(Ｃ)

(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

注：中期目標管理法人については中期目標期間又は中長期目標期間の

　開始年度分から当年度分までを記載することとなっているが、今回は比

　較のため前中期目標期間最終年度である前年度分を記載している。

　606,162　611,532

　141,934

　729,875

6,196,820 6,092,538

　730,664

　159,500

　　　　　　　　　　　　　　　千円　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　千円

退職手当支給額

最広義人件費

非常勤役職員等給与

福利厚生費

区　　分 平成２７年度

　　　　　　　　　　　　　　　千円

平成２８年度

　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　　　　　千円

4,713,479 4,596,212

給与、報酬等支給総額

　当法人では、職員の人事評価に基づく勤務成績に応じて昇給号俸数や勤勉手当の成績率の

決定を行うことにより職員の業績を反映させており、今後も継続していく方針である。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

　特になし

・「給与、報酬等支給総額」については、勤勉手当の支給率増改定を実施したが、退職者の

増加に伴う職員数の減により、前年度比▲２．５％の減額となった。

・「退職手当支給額」については、退職者数が前年度４１名から４５名に増加したが、定年退職

者数は２６名から２３名に減少したことから、前年度比▲０．９％の減額となった。なお、「国家公

務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づき、退

職手当支給率を段階的に引き下げる措置を実施し、平成２６年７月１日からは、役職員の支給

率をそれまでの支給率から８７／１００（勤続年数によっては８７／１０４）に減ずる措置を実施し

ている。

・「非常勤役職員等給与」については、非常勤職員数の増加及び賃金単価引上げの実施によ

り、前年度比１２．４％の増加となった。

・「福利厚生費」については、平成２８年１０月より社会保険適用拡大に伴う社会保険加入対象

職員が増加したことにより、前年度比０．１％の増加となった。

・「最広義人件費」については、上述の給与、報酬等支給総額の減少による影響が大きく、前

年度比▲１．７％の減額となった。


